















































　　 1 　東京地方裁判所平成28年 6 月28日判決
　　 2 　東京高等裁判所平成28年11月30日判決













約462万人であり、65歳以上の高齢者の約 7 人に 1 人（有病率15.0％）が認




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































が許可をした未成年者の営業財産（民法 6 条 1 項、857条、823条 1 項）、処
分を許可した財産（民法 5 条 3 項）及び後見人の管理に属しない無償取得財
産（民法869条、830条 1 項）に関するものを除き、一切の財産的法律行為に



































































































































































































































































































































































































































































































































































































（ 1 ）金融庁「金融審議会 市場ワーキング・グループ報告書 『高齢社会における資
産形成・管理』」2019年 6 月（https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/ 






（ 3 ）内閣府「平成29年版高齢社会白書」（https://www8.cao.go.jp/kourei/white 
paper/w-2017/zenbun/pdf/1s2s_03.pdf、2020年 4 月 6 日最終閲覧）19頁。
（ 4 ）最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況　平成31年 1 月～令和元
年12月　」2020年 3 月（https://www.courts.go.jp/vc-files/courts/2020/2020031





































































































































































































































（57）於保不二雄編『注釈民法（ 4 ）総則（ 4 ）』〔浜上則雄〕（有斐閣、1967）49頁。
（58）中川・前掲注（19）509頁。
（59）於保不二雄＝奥田昌道編『新版　注釈民法（ 4 ）総則（ 4 ）』〔佐久間毅〕（有斐
閣、2015）89頁。





































































































326　早稲田法学会誌第71巻 1 号（2020） 成年後見人の財産管理権と善管注意義務（一）（福薗）　327
（79）例えば、清水恵介「成年後見人等の義務と責任を考える」実践成年後見51号




































10日を素材に　」長崎大学教養部紀要 人文科学篇37巻 1 号（1996）235頁も参照。




































































































（127） 赤 沼・ 前 掲 注（105） 5 頁、 大 村・ 前 掲 注（117）118頁、 道 垣 内・ 前 掲 注
（120）44頁。
（128）上山泰『専門職後見人と身上監護』（民事法研究会、第 3 版、2015）73頁。


























（143）佐久間毅「代理法からみた法定後見・任意後見」民商法雑誌122巻第 4 ・ 5 号
（2000）510頁。
（144）佐久間・前掲注（60）244頁。
（145）鳩山秀夫『法律行為乃至時効』（巌松堂書店、1915）308頁。
（146）於保＝奥田・前掲注（59）〔佐久間〕103-104頁。
（147）於保・前掲注（57）〔太田〕67頁。
（148）我妻栄『新訂　民法総則』（岩波書店、第11刷、1973）355頁。
（149）於保＝奥田・前掲注（59）〔佐久間〕97頁。梅謙次郎『民法原理　総則篇　巻
之二』（明法堂、1904）483頁は、代理人が該行為につき「通暁」しない場合もこれ
に当たるという。また、山本敬三『民法講義Ⅰ　総則』（有斐閣、第 3 版、2011）
370頁も、代理人自らが代理行為をすることが期待できない場合を含めるべきとい
う。

